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会
社
法
、開
示
府
令
、監
査
証
明
府
令（
Ｋ
Ａ
Ｍ
導
入
）等

株
主
総
会
に
関
す
る

法
令
改
正
と
実
務
対
応
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【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
株
主
総
会
資
料
の
電
子
提
供
制
度
導
入

を
見
据
え
た
取
組
み
が
考
え
ら
れ
る
。

●
有
価
証
券
報
告
書
に
お
け
る
記
述
情
報

の
充
実
し
た
開
示
が
求
め
ら
れ
る
。

●
監
査
上
の
主
要
な
検
討
事
項（
Ｋ
Ａ
Ｍ
）

の
記
載
の
義
務
づ
け
に
伴
い
、株
主
総
会

運
営
に
影
響
が
出
る
可
能
性
が
あ
る
。

は
じ
め
に

企
業
の
経
営
環
境
が
め
ま
ぐ
る
し
く
変

化
す
る
な
か
で
、
企
業
と
株
主
と
の
建
設

的
な
対
話
促
進
の
流
れ
を
汲
ん
だ「
会
社

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
令
和
元
年

法
律
70
号
、
以
下
、「
改
正
会
社
法
」と
い

う
）が
２
０
１
９
年
12
月
11
日
に
公
布
さ

れ
た
。

そ
れ
に
先
立
っ
て
、
有
価
証
券
報
告
書

等
に
よ
る
開
示
情
報
の
拡
充
を
図
る
べ

く
、「
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内

閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」

（
平
成
31
年
内
閣
府
令
３
号
、
以
下
、「
改

正
開
示
府
令
」と
い
う
）が
２
０
１
９
年
１

月
31
日
に
公
布
・
施
行
さ
れ
た
。
監
査
人

監
査
報
告
書
に
つ
い
て
も
、「
財
務
諸
表
等

の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
企

業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令（
平
成
30
年

内
閣
府
令
54
号
）」（
改
正
後
の
財
務
諸
表

等
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
を
以

下
、「
改
正
監
査
証
明
府
令
」と
い
う
）が

２
０
１
８
年
11
月
30
日
に
公
布
・
施
行
さ

れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
法
令
改
正
は
、
建
設
的
な
対

話
に
資
す
る
情
報
開
示
の
あ
り
方
を
示
す

と
い
う
点
に
お
い
て
、
本
年
６
月
に
開
催

を
予
定
す
る
上
場
会
社
の
株
主
総
会
運
営

に
お
い
て
も
少
な
か
ら
ず
影
響
を
与
え
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

本
稿
は
、
こ
れ
ら
の
要
旨
を
整
理
し
た

う
え
で
、
株
主
総
会
運
営
上
の
留
意
点
に

触
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
意
見
に
わ
た
る

部
分
は
筆
者
の
個
人
的
見
解
で
あ
る
こ
と

に
ご
留
意
い
た
だ
き
た
い
。

改
正
会
社
法

⑴　
概　
要

改
正
会
社
法
の
改
正
概
要
は
、
図
表
１

の
と
お
り
で
あ
る
。
本
年
６
月
開
催
の
株

主
総
会
と
の
関
係
で
は
、
そ
の
適
用
が
予

定
さ
れ
て
い
な
い
も
の
の
、「
株
主
総
会
資

料
の
電
子
提
供
制
度
の
新
設
」お
よ
び「
取

締
役
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
律
の
見
直

し
」が
注
目
さ
れ
る
。

⑵　
株
主
総
会
資
料
の
電
子
提
供
制

度株
主
に
対
し
て
早
期
に
株
主
総
会
資
料

を
提
供
し
、
株
主
に
よ
る
議
案
等
の
検
討

期
間
を
十
分
に
確
保
す
る
た
め
、
新
た
に

株
主
総
会
資
料
の
電
子
提
供
制
度
が
創
設

さ
れ
る
。

電
子
提
供
制
度
に
お
い
て
は
、
招
集
通

知
に
際
し
、
株
主
総
会
参
考
書
類
、
議
決

権
行
使
書
面
、
計
算
書
類
お
よ
び
事
業
報

告
な
ら
び
に
連
結
計
算
書
類（
以
下
、「
株

主
総
会
参
考
書
類
等
」と
い
う
）に
つ
い

て
、
株
主
に
対
す
る
交
付
ま
た
は
提
供
に

代
え
て
、
電
子
提
供
措
置
を
と
る
旨
を
定

款
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る（
改
正
会
社

法
325
の
２
、
325
の
４
③
）。

上
場
会
社
で
は
、
電
子
提
供
制
度
の
採

用
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
。「
会
社
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法

律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」（
令
和
元
年

法
律
71
号
、
以
下
、「
整
備
法
」と
い
う
）に

よ
っ
て
、
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す

る
法
律
159
条
の
２
が
新
設
さ
れ
、
振
替
株

式
を
発
行
す
る
会
社
は
、
電
子
提
供
措
置

を
と
る
旨
を
定
款
で
定
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
旨
が
規
定
さ
れ
る
た
め
で
あ
る
。
振

替
株
式
を
発
行
し
て
い
る
会
社
は
、
施
行
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日
を
効
力
発
生
日
と
す
る
電
子
提
供
措
置

を
と
る
旨
の
定
め
を
設
け
る
定
款
変
更
の

決
議
を
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る（
整
備

法
10
②
）。

電
子
提
供
措
置
を
と
る
旨
の
定
款
の
定

め
の
あ
る
会
社
で
は
、
株
主
総
会
参
考
書

類
等
を
自
社
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
等
に
掲
載

し
、
株
主
に
対
し
て
当
該
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

の
ア
ド
レ
ス
等
を
書
面
で
通
知
す
る
方
法

（
招
集
通
知
）に
よ
っ
て
、
株
主
総
会
参
考

書
類
等
を
株
主
に
提
供
す
る
こ
と
に
な

る
。
電
子
提
供
制
度
の
も
と
で
は
、
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
を
通
じ
た
電
子
提
供
措
置
に
つ

い
て
個
々
の
株
主
の
同
意
を
要
し
な
い
。

招
集
通
知
に
つ
い
て
は
、「
株
主
に
お
い
て

株
主
総
会
資
料
が
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載

さ
れ
た
こ
と
を
認
識
し
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

に
ア
ク
セ
ス
す
る
こ
と
を
促
す
た
め
の
も

の
」と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
⑴
。

も
っ
と
も
、
招
集
通
知
に
際
し
て
株
主

に
議
決
権
行
使
書
面
を
交
付
す
る
と
き

は
、
議
決
権
行
使
書
面
に
記
載
す
べ
き
事

項
に
つ
い
て
電
子
提
供
措
置
を
と
る
こ
と

を
要
し
な
い（
改
正
会
社
法
325
の
３
②
）。

電
子
提
供
措
置
を
と
る
こ
と
に
よ
っ
て
個

人
株
主
の
議
決
権
行
使
比
率
が
低
下
す
る

懸
念
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
多
く
の
会
社
に

お
い
て
は
招
集
通
知
と
と
も
に
議
決
権
行

使
書
面
を
送
付
す
る
こ
と
に
な
る
も
の
と

予
想
さ
れ
る
⑵
。

他
方
で
電
子
提
供
措
置
を
と
る
旨
の
定

款
の
定
め
の
あ
る
会
社
の
株
主
は
、
当
該

会
社
に
対
し
、
電
子
提
供
措
置
事
項
を
記

載
し
た
書
面
の
交
付
を
請
求
す
る
こ
と
が

で
き
る（
改
正
会
社
法
325
の
５
①
）。
こ
れ

は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
こ
と

が
困
難
な
株
主
の
利
益
に
配
慮
し
た
も
の

で
あ
る
。

⑴　

法
務
省
民
事
局
参
事
官
室「
会
社
法
制（
企
業
統
治
等

関
係
）の
見
直
し
に
関
す
る
中
間
試
案
の
補
足
説
明
・
平

成
30
年
２
月
」７
頁
。

⑵　

井
上
卓「
二
〇
二
〇
年
に
お
け
る
株
式
実
務
の
課
題
と

対
応
」『
旬
刊
商
事
法
務
』№
２
２
１
９（
２
０
２
０
年
）84

頁
。

⑶　
取
締
役
の
報
酬
等
に
関
す
る
規

律
の
見
直
し

監
査
役
会
設
置
会
社（
公
開
会
社
か
つ

大
会
社
で
有
価
証
券
報
告
書
提
出
会
社
に

限
る
）と
監
査
等
委
員
会
設
置
会
社
の
取

締
役
会
は
、
定
款
ま
た
は
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
取
締
役（
監
査
等
委
員
で
あ
る

取
締
役
を
除
く
）の
個
人
別
の
報
酬
等
の

内
容
が
具
体
的
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
場

合
に
は
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
の
決
定
に

関
す
る
方
針
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い（
改
正
会
社
法
361
⑦
）。
こ
れ
は
、、
役

員
報
酬
等
の
内
容
に
か
か
る
決
定
手
続
等

に
つ
い
て
透
明
性
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の

も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
公
開
会
社
に
お
け
る
事
業
報
告

に
つ
い
て
は
、
法
務
省
令
の
改
正
に
よ
っ

て
、「
報
酬
等
の
決
定
方
針
に
関
す
る
事

項
」、「
取
締
役
会
の
決
議
に
よ
る
報
酬
等

の
決
定
の
委
任
に
関
す
る
事
項
」、「
業
績

連
動
報
酬
等
に
関
す
る
事
項
」等
の
情
報

開
示
に
関
す
る
規
定
の
充
実
が
図
ら
れ
る

予
定
で
あ
る
。

⑷　
株
主
総
会
運
営
上
の
留
意
点

電
子
提
供
制
度
に
つ
い
て
は
、
施
行
日

が
公
布
の
日（
２
０
１
９
年
12
月
11
日
）か

ら
起
算
し
て
３
年
６
カ
月
を
超
え
な
い
範

囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
と
さ

（図表１）　改正会社法の改正概要

改正概要 施行日

株主総会資料の電子提供制度の新設 公 布 の日（2019
年12月11日 ）か
ら起算して3年6
カ月を超えない
範囲内において
政令で定める日

・株主総会参考書類等の内容について電子提供措
置をとることで、株主に提供することができる制
度

支店の所在地における登記制度の廃止

株主提案権の濫用的な行使を制限するための措置

公 布 の日（2019
年12月11日 ）か
ら起算して1年6
カ月を超えない
範囲内において
政令で定める日

・議案要領通知請求権の10個を超える部分につい
ての制限

取締役の報酬等に関する規律の見直し
・監査役会設置会社（公開会社かつ大会社で有価証

券報告書提出会社に限る）と監査等委員会設置会
社における取締役の報酬等について決定方針の
策定を義務づけ

・取締役の報酬等として株式・新株予約権を付与
する場合の株主総会決議の定めの明確化

・取締役の報酬等としての株式発行・新株予約権
行使に関する特則

・公開会社における役員報酬決定プロセスに係る
開示の充実（法務省令改正予定）

・取締役会決議による役員等との補償契約の内容
の決定

・取締役会決議による役員等との役員等賠償責任
保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）の内容の決定

社外取締役の活用等
・利益相反が問題になる場合等の業務執行につい

て取締役会決議による社外取締役への委託
・監査役会設置会社（公開会社かつ大会社で有価証

券報告書提出会社に限る）における社外取締役設
置の義務づけ

社債の管理
・社債管理補助者制度の新設
・社債権者集会の書面決議制度の新設

株式交付制度の新設
・完全子会社とすることを予定していない場合で

あっても、他の株式会社を子会社とするために当
該他の株式会社の株式を譲り受け、譲渡人に対し
て当該株式の対価として自社の株式を交付するこ
とができる制度

その他
・議決権行使書面の閲覧請求に際しての理由の明

示、拒絶事由の新設ほか
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れ
て
お
り（
改
正
会
社
法
附
則
１
た
だ
し

書
）、
本
年
６
月
開
催
の
株
主
総
会
に
お

い
て
適
用
が
予
定
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は

な
い
。

と
は
い
え
、
電
子
提
供
制
度
が
導
入
さ

れ
る
と
、
株
主
総
会
の
３
週
間
以
上
前
に

株
主
総
会
参
考
書
類
等
を
自
社
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
等
に
掲
載
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ

れ
を
見
据
え
て
、
ま
ず
は
３
週
間
前
を
目

処
に
招
集
通
知
を
早
期
開
示
す
る
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

個
人
株
主
に
お
い
て
自
社
の
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト
を
通
じ
た
閲
覧
の
方
法
に
慣
れ
親
し

ん
で
も
ら
う
た
め
に
は
、
ウ
ェ
ブ
開
示
の

対
象
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

る
が
、
何
よ
り
も
掲
載
済
み
の
Ｉ
Ｒ
情
報

を
個
人
株
主
目
線
で
一
層
わ
か
り
や
す

く
、
充
実
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

新
た
に
、
株
主
総
会
の
場
で
投
影
し
た
ス

ラ
イ
ド
や
動
画
、
質
疑
応
答
の
要
旨
等
を

掲
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、
個
人
株
主
を
今

の
う
ち
か
ら
自
社
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
誘

導
す
る
取
組
み
を
検
討
す
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。

自
社
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
等
を
通
じ
て
株

主
総
会
資
料
を
閲
覧
し
た
株
主
は
、
引
き

続
き
ウ
ェ
ブ
上
で
議
決
権
を
行
使
し
た
い

と
考
え
る
で
あ
ろ
う
。
議
決
権
行
使
の
電

子
化
を
実
施
し
て
い
な
い
会
社
に
あ
っ
て

は
、
電
子
提
供
制
度
の
導
入
を
契
機
と
し

て
議
決
権
行
使
の
電
子
化
を
実
施
す
る
こ

と
が
考
え
ら
れ
る
。
特
に
、
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
に
よ
る
行
使
の
方
法
を
採
用
す
る

と
、
株
主
は
、
議
決
権
行
使
書
用
紙
に
記

載
さ
れ
た
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
で
読
み
取
る
だ
け
で
、Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー

ド
を
入
力
す
る
こ
と
な
く
、
議
決
権
行
使

サ
イ
ト
に
ロ
グ
イ
ン
し
、
議
決
権
を
行
使

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
近
時
、
株
式
の
持

合
い
解
消
に
伴
う
個
人
株
主
の
議
決
権
行

使
促
進
策
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
る
と
こ

ろ
、電
子
提
供
制
度
の
導
入
を
見
据
え
て
、

ま
す
ま
す
そ
の
採
用
が
進
ん
で
い
く
も
の

と
予
想
さ
れ
る
。

な
お
、
経
済
産
業
省
の「
新
時
代
の
株

主
総
会
プ
ロ
セ
ス
の
在
り
方
研
究
会
」に

お
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型

バ
ー
チ
ャ
ル
株
主
総
会
を
実
施
す
る
際
の

法
的
・
実
務
的
論
点
、
具
体
的
取
扱
い
等

が
審
議
さ
れ
て
い
る
。
株
主
総
会
運
営
全

体
に
か
か
る
電
子
化
に
つ
い
て
も
、
動
向

が
注
目
さ
れ
る
。

ま
た
、
取
締
役
の
報
酬
等
に
関
す
る
規

律
の
見
直
し
の
う
ち
、
決
定
方
針
の
策
定

の
義
務
づ
け
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
が
公

布
の
日（
２
０
１
９
年
12
月
11
日
）か
ら
起

算
し
て
１
年
６
カ
月
を
超
え
な
い
範
囲
内

に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
と
さ
れ
て
い

る（
改
正
会
社
法
附
則
１
本
文
）。
役
員
報

酬
決
定
プ
ロ
セ
ス
に
係
る
開
示
の
充
実
に

つ
い
て
は
、
法
務
省
令
の
改
正
が
予
定
さ

れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、現
在
の
と
こ
ろ
、

本
年
６
月
開
催
の
株
主
総
会
の
事
業
報
告

作
成
に
際
し
て
こ
れ
ら
の
適
用
は
な
い
も

の
と
思
わ
れ
る
。

も
っ
と
も
、
先
行
し
て
、
改
正
開
示
府

令
に
基
づ
く
有
価
証
券
報
告
書
等
の
記
載

事
項
の
拡
充
が
図
ら
れ
て
い
る
。
自
社
の

状
況
に
応
じ
て
、株
式
報
酬
制
度
の
導
入
、

任
意
の
報
酬
委
員
会
の
設
置
・
運
営
状
況

の
見
直
し
等
、
報
酬
制
度
設
計
や
決
定
プ

ロ
セ
ス
の
客
観
性
・
透
明
性
確
保
に
向
け

た
取
組
み
を
強
化
す
る
顕
著
な
動
き
が
み

ら
れ
る
。
あ
わ
せ
て
、
そ
の
概
要
を
任
意

で
事
業
報
告
に
記
載
す
る
こ
と（
た
と
え

ば
、
有
価
証
券
報
告
書
の「
役
員
の
報
酬

等
」に
記
載
予
定
の
内
容
を
事
業
報
告
の

「
会
社
役
員
に
関
す
る
事
項
」に
反
映
さ
せ

る
こ
と
）を
含
め
た
開
示
の
あ
り
方
を
検

討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

改
正
開
示
府
令

⑴　
概　
要

２
０
１
８
年
６
月
28
日
に
公
表
さ
れ
た

金
融
審
議
会
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ワ
ー

キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告（
以
下
、「
Ｄ
Ｗ

Ｇ
報
告
」と
い
う
）の
提
言
を
踏
ま
え
た
、

改
正
開
示
府
令
の
改
正
概
要
は
、
図
表
２

会計全書 〈令和元年度〉
金子　宏・斎藤　静樹　監修

定価：16,000円＋税
菊判　8256頁

中央経済社

企業結合会計基準、研究開発税制、移転価格税制、住宅ローン減
税、個人事業承継、配偶者居住権など令和元年６月１日現在の会
計税務の基準、法令、通達等を収録した全書。
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の
と
お
り
で
あ
る
。

こ
の
う
ち
、
本
年
３
月
決
算
会
社
が
提

出
す
る
有
価
証
券
報
告
書
に
お
い
て
新
た

に
対
応
が
求
め
ら
れ
る
事
項
は
、「
財
務
情

報
お
よ
び
記
述
情
報
の
充
実
」と「
情
報
の

信
頼
性
・
適
時
性
の
確
保
に
向
け
た
取
組
」

で
あ
る
。

⑵　
財
務
情
報
お
よ
び
記
述
情
報
の

充
実

①　
経
営
方
針
、
経
営
環
境
及
び
対
処

す
べ
き
課
題
等

経
営
方
針
・
経
営
戦
略
等
に
つ
い
て
は
、

経
営
環
境（
た
と
え
ば
、
企
業
構
造
、
事

業
を
行
う
市
場
の
状
況
、
競
合
他
社
と
の

競
争
優
位
性
、
主
要
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の

内
容
、
顧
客
基
盤
、
販
売
網
等
）に
つ
い

て
の
経
営
者
の
認
識
の
説
明
を
含
め
、
事

業
の
内
容
と
関
連
づ
け
て
記
載
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

Ｄ
Ｗ
Ｇ
報
告
に
お
い
て
は
、「
企
業
の
目

的
と
経
営
戦
略
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
に
つ

い
て
、
取
締
役
・
経
営
陣
が
積
極
的
に
自

ら
コ
ミ
ッ
ト
し
て
そ
の
見
解
を
示
す
こ
と

が
必
要
」で
あ
り
、「
投
資
家
が
適
切
に
理

解
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
経
営
戦
略
の

実
施
状
況
や
今
後
の
課
題
も
し
っ
か
り
と

示
し
な
が
ら
、
Ｍ
Ｄ
＆
Ａ
や
Ｋ
Ｐ
Ｉ
、
リ

ス
ク
情
報
と
も
関
連
付
け
て
、
よ
り
具
体

的
で
充
実
し
た
説
明
が
な
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
」と
提
言
さ
れ
て
い
た
。

②　
事
業
等
の
リ
ス
ク

経
営
者
が
財
政
状
態
、
経
営
成
績
お
よ

び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
（
以
下
、「
経
営

成
績
等
」と
い
う
）の
状
況
に
重
要
な
影
響

を
与
え
る
可
能
性
が
あ
る
と
認
識
し
て
い

る
主
要
な
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
当
該
リ
ス

ク
が
顕
在
化
す
る
可
能
性
の
程
度
や
時

期
、
当
該
リ
ス
ク
が
顕
在
化
し
た
場
合
に

経
営
成
績
等
の
状
況
に
与
え
る
影
響
の
内

容
、
当
該
リ
ス
ク
へ
の
対
応
策
を
記
載
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

Ｄ
Ｗ
Ｇ
報
告
に
お
い
て
は
、「
経
営
者
視

点
か
ら
み
た
リ
ス
ク
の
重
要
度
の
順
に
、

発
生
可
能
性
や
時
期
・
事
業
に
与
え
る
影

響
・
リ
ス
ク
へ
の
対
応
策
等
を
含
め
、
企

業
固
有
の
事
情
に
応
じ
た
よ
り
実
効
的
な

リ
ス
ク
情
報
の
開
示
を
促
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
」と
提
言
さ
れ
て
い
た
。

③　
経
営
者
に
よ
る
財
政
状
態
、
経
営

成
績
及
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の

状
況
の
分
析
（
Ｍ
Ｄ
＆
Ａ:

　

M
anagem

ent D
iscussion 

and A
nalysis

）

事
業
全
体
お
よ
び
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
に

記
載
さ
れ
た
区
分
ご
と
に
、
経
営
者
の
視

点
に
よ
る
認
識
お
よ
び
分
析
・
検
討
内
容

（
た
と
え
ば
、
経
営
成
績
に
重
要
な
影
響

を
与
え
る
要
因
に
つ
い
て
の
分
析
）を
経

営
方
針
・
経
営
戦
略
等
の
内
容
の
ほ
か
、

他
の
項
目
の
内
容
と
関
連
づ
け
て
記
載
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
の
分
析
・

検
討
内
容
な
ら
び
に
資
本
の
財
源
お
よ
び

資
金
の
流
動
性
に
係
る
情
報
の
記
載
に
際

し
て
は
、
資
金
調
達
の
方
法
お
よ
び
状
況

な
ら
び
に
資
金
の
主
要
な
使
途
を
含
む
資

金
需
要
の
動
向
に
つ
い
て
の
経
営
者
の
認

識
を
含
め
て
記
載
す
る
な
ど
、具
体
的
に
、

か
つ
、
わ
か
り
や
す
く
記
載
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

財
務
諸
表
の
作
成
に
あ
た
っ
て
用
い
た

会
計
上
の
見
積
り
お
よ
び
当
該
見
積
り
に

用
い
た
仮
定
の
う
ち
、
重
要
な
も
の
に
つ

（図表２）　改正開示府令の改正概要
改正概要 適用時期

財務情報および記述情報の充実

2020年3月31日
以降の事業年度に
係る有価証券報告
書等から適用

①　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
企業構造、市場の状況、競争優位性、主要製品・サービス、顧客基盤、販

売網等に関する経営者の認識の説明を含めた記載
②　事業等のリスク

顕在化する可能性の程度や時期、リスクの事業へ与える影響の内容、リス
クへの対応策の記載
③　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（Ｍ
Ｄ＆Ａ）

事業全体およびセグメント情報に記載された区分ごとに、経営者の視点に
よる認識および分析・検討内容を経営方針・経営戦略等の内容のほか、有価
証券報告書に記載した他の項目の内容と関連づけて記載

資金調達の方法および状況ならびに資金の主要な使途を含む資金需要の動
向についての経営者の認識を含めて記載

会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについ
て、不確実性の内容やその変動により経営成績等に生じる影響など、会計方
針を補足する情報を記載
建設的な対話の促進に向けた情報の提供

2019年3月31日
以降の事業年度に
係る有価証券報告
書等から適用

・役員の報酬
　報酬プログラムの説明（業績連動報酬に関する情報や役職ごとの方針等）、
プログラムに基づく報酬実績等の記載
・政策保有株式

保有の合理性の検証方法等の開示、個別開示の対象となる銘柄数の拡大
情報の信頼性・適時性の確保に向けた取組

2020年3月31日
以降の事業年度に
係る有価証券報告
書等から適用

・会計監査に関する情報
　監査人を選定した理由、監査人の継続監査期間、ネットワークファームに対
する監査報酬等の開示
・監査役等の監査に関する情報

監査役会等の活動状況の記載
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特集

い
て
、
当
該
見
積
り
お
よ
び
当
該
仮
定
の

不
確
実
性
の
内
容
や
そ
の
変
動
に
よ
り
経

営
成
績
等
に
生
じ
る
影
響
な
ど
、
会
計
方

針
を
補
足
す
る
情
報
を
記
載
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

Ｄ
Ｗ
Ｇ
報
告
に
お
い
て
は
、「
セ
グ
メ
ン

ト
ご
と
の
資
本
効
率
も
含
め
、
セ
グ
メ
ン

ト
の
状
況
が
よ
り
明
確
に
理
解
で
き
る
」

よ
う
な
情
報
、「
ど
こ
か
ら
ど
の
よ
う
に
資

本
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
を
調
達
し
て
い
る
の

か
、
経
営
戦
略
の
遂
行
上
、
調
達
し
た
資

本
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
を
ど
の
よ
う
に
設
備
投

資
や
研
究
開
発
に
振
り
分
け
て
い
く
の

か
」と
い
っ
た
情
報
や「
会
計
上
の
見
積

り
・
仮
定
」に
つ
い
て
は
、
投
資
判
断
・

経
営
判
断
に
直
結
す
る
も
の
で
あ
り
、
経

営
陣
の
関
与
の
も
と
、
よ
り
充
実
し
た
開

示
が
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
旨
提
言
さ
れ

て
い
た
。

④　
記
述
情
報
の
開
示
に
関
す
る
原
則

金
融
庁
は
、
２
０
１
９
年
３
月
、
Ｄ
Ｗ

Ｇ
報
告
に
基
づ
き
、「
記
述
情
報
の
開
示
に

関
す
る
原
則
」お
よ
び「
記
述
情
報
の
開
示

の
好
事
例
集
」を
公
表
し
た
。

「
記
述
情
報
の
開
示
に
関
す
る
原
則
」

は
、財
務
情
報
以
外
の
開
示
情
報
で
あ
る
、

い
わ
ゆ
る「
記
述
情
報
」に
つ
い
て
、「
開
示

の
考
え
方
、
望
ま
し
い
開
示
の
内
容
や
取

り
組
み
方
を
ま
と
め
た
プ
リ
ン
シ
プ
ル

ベ
ー
ス
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
」で
あ
る
。
そ
の

概
要
は
図
表
３
の
と
お
り
で
あ
る
。

注
目
し
た
い
の
は
、
総
論「
２
―
１　

取
締
役
会
や
経
営
会
議
の
議
論
の
適
切
な

反
映
」で
あ
る
。
開
示
に
つ
い
て
、
経
営

企
画
、
財
務
、
法
務
等
の
複
数
の
部
署
が

関
与
す
る
企
業
で
は
、
各
部
署
に
お
い
て

取
締
役
会
や
経
営
会
議
の
議
論
に
基
づ
く

一
貫
し
た
開
示
資
料
の
作
成
を
可
能
と
す

る
た
め
、
担
当
役
員
が
各
部
署
を
統
括
す

る
な
ど
し
て
、
関
係
部
署
が
適
切
に
連
携

し
得
る
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い（
望
ま
し
い
開
示
に
向
け
た
取
組
み

②
）。
社
内
の
有
価
証
券
報
告
書
等
の
作

成
部
署（
必
要
に
応
じ
て
外
部
の
専
門
家
）

に
お
い
て
経
営
者
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
や

ア
ン
ケ
ー
ト
等
を
実
施
す
る
こ
と
や
、
記

述
情
報
等
に
つ
い
て
検
討
す
る
常
設
の
会

議
・
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
な
ど
も
考

え
ら
れ
る
⑶
。

ま
た
、「
記
述
情
報
の
開
示
の
好
事
例

集
」は
、
ル
ー
ル
へ
の
形
式
的
な
対
応
に

と
ど
ま
ら
な
い
開
示
の
充
実
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
、
有
価
証
券
報
告
書
に
お

け
る
開
示
例
を
中
心
に
好
事
例
を
取
り
ま

と
め
た
も
の
で
あ
る
。「
記
述
情
報
の
開
示

に
関
す
る
原
則
」の
各
論
の
項
目
と
対
応

し
て
お
り
、
あ
わ
せ
て
利
用
す
る
こ
と
が

想
定
さ
れ
て
い
る
。

⑶　

鈴
木
克
昌
＝
波
多
野
圭
治
＝
宮
田
俊
＝
青
山
慎
一「
記

述
情
報
開
示
の
充
実
に
係
る
法
的
論
点
と
実
務
対
応
」『
旬

刊
商
事
法
務
』№
２
２
１
８（
２
０
１
９
年
）41
〜
42
頁
。

⑶　
情
報
の
信
頼
性
・
適
時
性
の
確

保
に
向
け
た
取
組
み

改
正
開
示
府
令
で
は
、
会
計
監
査
に
関

す
る
情
報
と
し
て
、
監
査
人
を
選
定
し
た

理
由
、
監
査
人
の
継
続
監
査
期
間
、
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
フ
ァ
ー
ム
に
対
す
る
監
査
報
酬

等
の
開
示
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
Ｄ
Ｗ
Ｇ

報
告
に
お
い
て
は
、「
監
査
人
が
被
監
査
会

社
か
ら
報
酬
を
得
る
と
い
う
関
係
性
に
鑑

み
る
と
、
企
業
が
適
切
に
監
査
人
を
選
任

し
て
い
る
か
、
監
査
人
の
独
立
性
が
担
保

さ
れ
十
分
に
機
能
し
て
い
る
か
を
知
る
上

で
重
要
な
情
報
で
あ
る
」と
の
認
識
が
示

さ
れ
て
い
た
。

ま
た
、
監
査
役
等
の
監
査
に
関
す
る
情

報
と
し
て
、
監
査
役
会
等
の
活
動
状
況
等

の
開
示
が
求
め
ら
れ
て
い
る
⑷
。
Ｄ
Ｗ
Ｇ

（図表３）　記述情報の開示に関する原則の概要

Ⅰ．総論

1. 　企業情報の開示における記述情報の役割
1-1.　 記述情報は、財務情報を補完し、投資家による適切な投資判断を可能と

する。また、記述情報が開示されることにより、投資家と企業との建設的な
対話が促進され、企業の経営の質を高めることができる。このため、記述
情報の開示は、企業が持続的に企業価値を向上させる観点からも重要である。

　　　企業は、記述情報及びその開示のこのような機能を踏まえ、充実した開
示をすることが期待される。

2. 　記述情報の開示に共通する事項
【取締役会や経営会議の議論の適切な反映】
2-1.　記述情報は、投資家が経営者の目線で企業を理解することが可能となるよ

うに、取締役会や経営会議における議論を反映することが求められる。
【重要な情報の開示】
2-2.　記述情報の開示については、各企業において、重要性（マテリアリティ）と

いう評価軸を持つことが求められる。
【セグメントごとの情報の開示】
2-3.　記述情報は、投資家に対して企業全体を経営者の目線で理解し得る情報

を提供するために、適切な区分で開示することが求められる。
【分かりやすい開示】
2-4.　記述情報の開示に当たっては、その意味内容を容易に、より深く理解する

ことができるよう、分かりやすく記載することが期待される。

Ⅱ．各論

1.　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
1-1.　経営方針・経営戦略等
1-2.　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
1-3.　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等
2.　事業等のリスク
3.　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（い

わゆるMD&A）
3-1.　MD&A に共通する事項
3-2.　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金

の流動性に係る情報
3-3.　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
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報
告
に
お
い
て
は
、「
監
査
役
会
等
の
具
体

的
な
活
動
状
況
は
、
監
査
役
会
等
の
実
効

性
を
判
断
す
る
上
で
必
要
な
情
報
で
あ

る
」と
の
認
識
の
も
と
、「
監
査
人
と
監
査

役
の
連
携
状
況
等
を
理
解
す
る
た
め
、
開

催
頻
度
や
出
席
状
況
等
の
計
数
的
な
開
示

だ
け
で
な
く
、
議
論
さ
れ
た
内
容
や
監
査

役
会
が
監
査
人
の
指
摘
に
ど
の
よ
う
に
対

応
し
た
か
等
も
含
ま
れ
る
べ
き
で
あ
る
」

と
提
言
さ
れ
て
い
た
。

⑷　

日
本
監
査
役
協
会
は
、２
０
１
９
年
４
月
16
日
、「『
企
業

内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
』に
お
け
る『
監
査
役

監
査
の
状
況
』の
記
載
に
つ
い
て
」を
公
表
し
、「
記
載
が
考

え
ら
れ
る
事
項
」を
示
し
た
。

⑷　
株
主
総
会
運
営
上
の
留
意
点

２
０
１
７
年
12
月
28
日
に
金
融
庁
・
法

務
省
の
連
名
に
て「
一
体
的
開
示
を
よ
り

行
い
や
す
く
す
る
た
め
の
環
境
整
備
に
向

け
た
対
応
に
つ
い
て
」が
公
表
さ
れ
、
事

業
報
告
等
と
有
価
証
券
報
告
書
の
一
体
的

開
示
が
要
請
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
事

業
報
告
を
Ｉ
Ｒ
資
料
と
し
て
も
積
極
的
に

位
置
づ
け
、
会
社
法
が
求
め
る
記
載
事
項

に
と
ど
ま
ら
な
い
充
実
し
た
情
報
開
示
を

図
る
方
針
の
会
社
に
お
い
て
は
、
有
価
証

券
報
告
書
に
記
載
予
定
の
内
容
を
任
意
で

事
業
報
告
に
記
載
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。も

っ
と
も
、
有
価
証
券
報
告
書
の
う
ち

Ｍ
Ｄ
＆
Ａ
を
含
む
会
計
に
関
す
る
記
載
項

目
に
つ
い
て
は
、
主
に
財
務
部
門
が
作
成

を
担
う
も
の
と
思
わ
れ
、
事
業
報
告
と
は

作
成
部
署
が
異
な
る
場
合
が
多
い
で
あ
ろ

う
。
そ
の
う
え
、
事
業
報
告
の
作
成
は
、

通
常
、
有
価
証
券
報
告
書
の
作
成
に
先
立

つ
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
有
価
証
券
報

告
書
に
記
載
予
定
の
内
容
で
あ
っ
て
も
、

事
業
報
告
に
お
い
て
は
あ
く
ま
で
確
定
し

た
範
囲
で
先
取
り
す
る
こ
と
に
よ
り
、
双

方
の
記
述
内
容
に
矛
盾
が
生
じ
な
い
よ
う

に
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
有
価

証
券
報
告
書
の「
記
述
情
報
の
開
示
に
関

す
る
原
則
」を
意
識
し
た
記
載
も
求
め
ら

れ
よ
う
。
特
に
、
事
業
報
告
は
、
多
く
の

個
人
株
主
が
目
に
す
る
も
の
で
あ
り
、
記

述
情
報
の「
意
味
内
容
を
容
易
に
、
よ
り

深
く
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
分

か
り
や
す
く
記
載
す
る
こ
と
」が
よ
り
一

層
期
待
さ
れ
る
。

改
正
監
査
証
明
府
令

―
Ｋ
Ａ
Ｍ
導
入　

⑴　
監
査
上
の
主
要
な
検
討
事
項

（
Ｋ
Ａ
Ｍ
：Key Audit M

atters

）

の
概
要

改
正
監
査
証
明
府
令
お
よ
び
そ
れ
に
先

立
つ
２
０
１
８
年
７
月
５
日
に
企
業
会
計

審
議
会
が
公
表
し
た「
監
査
基
準
の
改
訂

に
関
す
る
意
見
書
」に
よ
っ
て
、
監
査
人

の
監
査
報
告
書
に
、
監
査
上
の
主
要
な
検

討
事
項（
Ｋ
Ａ
Ｍ
）の
記
載
が
求
め
ら
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。

Ｋ
Ａ
Ｍ
は
、「
監
査
を
実
施
し
た
公
認
会

計
士
又
は
監
査
法
人
が
、
当
該
監
査
の
対

象
と
な
っ
た
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表

等
の
監
査
の
過
程
で
、
監
査
役
等
と
協
議

し
た
事
項
の
う
ち
、
監
査
及
び
会
計
の
専

門
家
と
し
て
当
該
監
査
に
お
い
て
特
に
重

要
で
あ
る
と
判
断
し
た
事
項
」（
改
正
監
査

証
明
府
令
４
⑤
）を
い
い
、
あ
く
ま
で
監

査
意
見
で
は
な
く
情
報
提
供
と
し
て
位
置

づ
け
ら
れ
て
い
る
。

⑵　
記
載
内
容
と
適
用
時
期
・
対
象

Ｋ
Ａ
Ｍ
の
監
査
報
告
書
へ
の
記
載
内
容

は
、
①
財
務
諸
表
等
に
お
い
て
監
査
上
の

主
要
な
検
討
事
項
に
関
連
す
る
開
示
が
行

わ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
開
示
が
記

載
さ
れ
て
い
る
箇
所
、
②
監
査
上
の
主
要

な
検
討
事
項
の
内
容
、
③
監
査
上
の
主
要

な
検
討
事
項
で
あ
る
と
決
定
し
た
理
由
、

④
監
査
上
の
主
要
な
検
討
事
項
に
対
す
る

監
査
に
お
け
る
対
応
で
あ
る（
改
正
監
査

証
明
府
令
４
⑤
各
号
）。

２
０
２
１
年
３
月
決
算
に
係
る
財
務
諸

表
の
監
査
か
ら
適
用
さ
れ
る
が
、
監
査
に

関
す
る
情
報
提
供
の
早
期
の
充
実
や
、
実

務
の
積
上
げ
に
よ
る
円
滑
な
導
入
を
図
る

観
点
か
ら
、
特
に
東
証
１
部
上
場
企
業
に

つ
い
て
は
、
で
き
る
だ
け
２
０
２
０
年
３

月
決
算
の
監
査
か
ら
早
期
適
用
が
行
わ
れ

る
よ
う
、
東
京
証
券
取
引
所
お
よ
び
日
本

公
認
会
計
士
協
会
等
の
関
係
機
関
に
お
け

る
早
期
適
用
の
実
施
に
向
け
た
取
組
み
が

期
待
さ
れ
て
い
る
⑸
。

ま
た
、
当
面
は
、
金
融
商
品
取
引
法
上

の
監
査
報
告
書
に
お
い
て
の
み
記
載
が
求

め
ら
れ
る
。
適
用
当
初
に
お
い
て
は
、
記

載
内
容
に
つ
い
て
の
監
査
人
と
企
業
の
調

整
に
一
定
の
時
間
を
要
す
る
と
想
定
さ
れ

る
こ
と
か
ら
、
現
行
実
務
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
前
提
と
す
れ
ば
、
会
社
法
上
の
監
査

報
告
書
に
記
載
す
る
に
は
課
題
が
あ
る
と

の
指
摘
を
踏
ま
え
た
も
の
で
あ
る
⑹
。 

⑸　

監
査
基
準
の
改
訂
に
関
す
る
意
見
書
と
あ
わ
せ
て
公

表
さ
れ
た「
コ
メ
ン
ト
の
概
要
及
び
コ
メ
ン
ト
に
対
す
る

考
え
方
」（
以
下
、「
コ
メ
ン
ト
に
対
す
る
考
え
方
」と
い
う
）

№
61
〜
62（
２
０
１
８
年
４
月
24
日
監
査
部
会
資
料
）。

２
０
１
９
年
６
月
27
日
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会「
監
査
・

保
証
実
務
委
員
会
実
務
指
針
第
85
号『
監
査
報
告
書
の
文

例
』」が
改
正
さ
れ
た
。

⑹　

コ
メ
ン
ト
に
対
す
る
考
え
方
№
78
〜
80
。

⑶　
株
主
総
会
運
営
上
の
留
意
点

会
社
法
上
の
監
査
報
告
書
に
お
い
て

も
、
任
意
で
Ｋ
Ａ
Ｍ
を
記
載
す
る
こ
と
は

可
能
で
あ
る
⑺
。
た
と
え
、
任
意
で
記
載

し
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
も
そ
も
Ｋ

Ａ
Ｍ
の
記
載
内
容
は
、
株
主
の
関
心
事
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
株
主
総
会
の
質
疑

応
答
に
際
し
て
、
Ｋ
Ａ
Ｍ
を
経
営
陣
・
監

査
役
等
と
し
て
ど
の
よ
う
に
捉
え
、
ど
の
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牧村　卓哉（まきむら・たくや）
三井住友信託銀行㈱　
名古屋証券代行営業部法務チーム
調査役／法務コンサルタント
上場企業において法務、株主総会事務局等を
担当したのち、名古屋大学大学院法学研究科
を修了。現在は、株主総会実務、コーポレート・
ガバナンス等に関するコンサルティングやセミ
ナー・研修等を通じて、各種情報提供を行って
いる。著書に「2019年6月株主総会分析・Ⅱコー
ポレート・ガバナンスの取組みと開示状況」（『旬
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（№1554））、「2020年版 株式実務 株主総会の
ポイント」（共著、財経詳報社）等。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ・コ
ー
ド
再
改
訂

版
の
変
更
点
は
、賛
否
理
由
の
開
示
、サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
課
題
の
対
話
推
進
、

議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
体
制
整
備
等

で
あ
る
。

●
Ｉ
Ｓ
Ｓ
は
政
策
保
有
銘
柄
企
業
出
身
の

社
外
役
員
に
独
立
性
な
し
と
判
断
、グ

ラ
ス
ル
イ
ス
は
女
性
役
員
選
任
を
必
須

と
し
た
。

●
国
内
機
関
投
資
家
も
社
外
取
締
役
を

３
分
の
１
以
上
求
め
る
動
き
が
み
ら
れ

る
。

３
年
ぶ
り
に
再
改
訂
さ
れ
た
ス
チ
ュ

ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
の
主
な
ポ
イ
ン

ト
と
、
２
０
２
０
年
の
株
主
総
会
シ
ー
ズ

よ
う
に
対
応
し
て
い
く
か
に
つ
き
、
株
主

か
ら
問
わ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
株
主
が

質
問
し
た
時
点
で
は
、
有
価
証
券
報
告
書

は
公
表
さ
れ
て
お
ら
ず
、
会
社
法
上
の
会

計
監
査
報
告
、
監
査
役
等
監
査
報
告
に
Ｋ

Ａ
Ｍ
の
記
載
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、

質
問
に
対
し
て
説
明
す
る
こ
と
が
要
請
さ

れ
る
⑻
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
会
社
の
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
や
将
来
の
事
業
計
画
に
関
す
る

事
項
で
あ
れ
ば
経
営
陣
が
、
Ｋ
Ａ
Ｍ
選
定

に
か
か
る
監
査
役
等
と
監
査
人
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
監
査
役
等
の
見
解
に
関

す
る
事
項
で
あ
れ
ば
監
査
役
等
が
対
応
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
⑼
。
想
定
さ
れ
る

質
問
ご
と
に
回
答
者
と
し
て
誰
を
指
名
す

る
か
、
ど
の
よ
う
に
、
ど
の
程
度
ま
で
回

答
す
る
か
等
を
関
係
者
間
で
協
議
の
う

え
、
念
入
り
に
準
備
す
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
。

⑺　

前
掲
⑹
。

⑻　

遠
藤
元
一「『
監
査
上
の
主
要
な
検
討
事
項
』の
法
的
検

討〔
下
〕
ー
経
営
者
は
Ｋ
Ａ
Ｍ
に
ど
の
よ
う
に
取
り
組
む

べ
き
か
ー
」『
旬
刊
商
事
法
務
』№
２
２
１
７（
２
０
１
９

年
）53
頁
。

⑼　

日
本
監
査
役
協
会「
監
査
上
の
主
要
な
検
討
事
項（
Ｋ

Ａ
Ｍ
）に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
集
・
後
編
」Ｑ
３
―
５
―
２

ン
に
向
け
た
機
関
投
資
家
の
議
決
権
行
使

基
準
の
動
向
等
に
つ
い
て
解
説
し
た
い
。

な
お
、
本
稿
に
お
け
る
意
見
な
ど
は
、

あ
く
ま
で
も
個
人
的
な
見
解
で
あ
り
、
筆

者
の
所
属
す
る
会
社
お
よ
び
組
織
を
代
表

す
る
も
の
で
は
な
い
。

ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ・

コ
ー
ド
再
改
訂
版
の
主
な

ポ
イ
ン
ト

２
０
１
４
年
２
月
に
策
定
さ
れ
た

「『
責
任
あ
る
機
関
投
資
家
』の
諸
原
則
」

（
日
本
版
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー

ド
、
以
下
、「
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
」と
い
う
）

は
、
２
０
１
７
年
５
月
の
改
訂
を
経
て
、

２
０
２
０
年
３
月
に
再
改
訂
版
が
公
表
さ

れ
た
。
２
８
０
の
機
関
が
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
の

受
入
れ
を
表
明（
２
０
２
０
年
３
月
13
日

時
点
）し
て
い
る
が
、
よ
り
実
効
性
を
高

め
る
べ
き
と
の
指
摘
も
出
て
い
る
。
今
回

の
再
改
訂
版
の
主
な
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
は
、

次
の
５
つ
が
挙
げ
ら
れ
る（
図
表
１
、
図

表
２
）。

社
外
取
締
役
を
３
分
の
１
以
上
求
め
る
動
き
が
主
流
に

ス
チ
ュワ
ー
ド
シ
ッ
プ・コ
ー
ド
の

再
改
訂
と
議
決
権
行
使
基
準
の
動
向

第３章

三
井
住
友
信
託
銀
行
㈱

証
券
代
行
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
　
審
議
役

依
馬
　
直
義


